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グローバル化と大阪府阪南市の地域経済

櫻 井 潤＊

抄 録：本研究は、大阪府阪南市の地域経済の現状を地域再生という視点から考察すること

で、グローバル化が進む２１世紀の日本の地域経済のあり方を検討するものである。阪南市の地

域経済にとって、関西国際空港の設立とそれに伴う「関空効果」はむしろ逆効果であり、公共

事業や食糧管理制度を主体とする「ハコモノ」に依存した２０世紀型の経済政策は限界を迎えて

いる。２１世紀には、地域住民を主体に地元企業や地方自治体や非営利組織などが一体となって

地域の課題を検討し、それをふまえて独自の地域経済政策を実施していくことになるであろ

う。

キーワード：グローバル化、地域経済、まちづくり、地域社会の自立

１ はじめに

グローバル化に伴い地域経済の状況が深刻化する中

で、地域経済の活性化が２１世紀における地域再生の重要

な課題になっている。２１世紀の地域再生は地域経済の自

立を条件として成り立つのであり、それは福祉国家シス

テムの分権化の条件でもある。大阪府阪南市の地域経済

は、グローバル化のインパクトが次第に強まる中でいっ

そう厳しい局面を迎えており、地域経済の活性化が住民

主体のまちづくりを実現するための課題になっている。

すなわち、公共事業や食糧管理制度などを主体とする２０

世紀型の経済政策に依存するのではなく、地域社会の現

状をふまえた独自の地域経済政策が模索されているので

ある。阪南市の地域経済の現状と地域経済政策の課題を

地域再生の視点で考察することは、２１世紀の日本におけ

る地域再生の条件を明らかにするための有益なインプリ

ケーションを得ることにつながるであろう。

本稿では、グローバル化の中で大阪府阪南市の地域経

済が置かれている状況を考察し、地域再生に向けた地域

経済政策の課題を明らかにする。

２ 大阪府泉南地域の地域社会と阪南市

（１）地域社会の概要

地域経済の現状に立ち入る前に、阪南市の経済社会の

特徴を大阪府や泉南地域の全体と比較しながら考察す

る。図１は、大阪府の南西部に位置する５市３町の泉南

地域の地理的構成を示したものである。

泉南地域の南部に位置する阪南市は、西の大阪湾と東

の紀伊山脈の間に広がる平野を含む地域であり、南東部

の地区は和歌山県に接している。阪南市には２本の鉄道

が通っており、１つは阪南市の東部を南北に縦断する

JR阪和線である。もうひとつは、大阪中心部のなんば

駅から堺市や岸和田市や関西国際空港が設置されている

泉佐野市などを経由して和歌山県までを結ぶ南海電鉄で

あり、大阪の中心都市部に通勤または通学する阪南市民

は南海電鉄や自動車を利用する。とはいえ、泉佐野市駅

より南の路線の乗客数は、泉佐野市から大阪市などの大

阪中心部へと向かう路線に比べると少なく、阪南市はど

ちらかというと和歌山県に近い雰囲気の静かな居住地域

であるといえよう。表１に示されるように、２００５年の阪

南市の人口は約５．８万人であり、岸和田市や泉佐野市な

どに比べると小規模である一方、岬町や田尻町よりも住

民の数は多い。

（２）人口と世帯数

第１に、図表２に示されるように、１９９５年以降には大

阪府全体の人口がほぼ横ばいで推移する中で、泉南地域

でも２０００年代前半以降には人口の増加速度が緩やかに

なってきており、阪南市では２０００年代初頭から人口の減

少が始まっている。泉南地域は中心都市部の大阪市や堺

市などに勤め先や通学先を持つ者が比較的多い住宅都市

としての側面を備えており、特に関西国際空港が設立さ＊看護福祉学部人間基礎科学講座
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出所）財団法人大阪府市町村振興協会『平成２１年度市町村ハンドブック』より作成。

図１ 大阪府泉南地域の地理的構成
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れた１９９４年頃から２０００年にかけては人口の増加が大阪府

内で最も際立っていたが１、その後は住民の増加という

「関空効果」もあまりみられない。大阪府の最南端の岬

町と同様に、阪南市では住民の減少という新たな現象が

生じており、関西国際空港が設置されている泉佐野市や

泉南市などの近隣の市とは動向が異なる。

第２に、表２で人口構成をみると、２００５年の阪南市の

高齢化率（人口に占める６５歳以上人口の比重）は１７．４％

であり、泉南地域の平均の１８．５％よりも１．１ポイント低

い。阪南市の人口構成は、高齢化率が２０％を越える岬町

や田尻町に比べてもかなり異なり、１５歳から６４歳の住民

の比重が大きく、数多くの現役世代が住む地域という側

面がうかがえる。ただし、阪南市の中でも人口構成は地

区ごとに多様であり、それぞれの地区の高齢化率も一様１本多（２００８）、２６頁。

阪南市 泉佐野市 貝塚市 岸和田市 泉南市 熊取町 田尻町 岬町 泉南地域 泉北地域 大阪府

（
人
）

人
口

１９９５年 ５５，６２５ ９２，５８３８４，６５３ １９４，８１８６１，６８８４０，８５０ ６，２８５ ２０，８１２ ５５７，３１４１，１１０，５２８８，７９７，２６８

２０００年 ５８，１９３ ９６，０６４８８，５２３ ２００，１０４６４，１５２４２，９１４ ６，７８５ １９，７８９ ５７６，５２４１，１５７，４７０８，８０５，０８１

２００５年 ５７，６１６ ９８，８８９９０，３１４ ２０１，０００６４，６８３４４，５０５ ７，２４０ １８，５０４ ５８２，７５１１，１６５，２０８８，８１７，１６６

（
人
）

増
減
数

１９９５～２０００年 ２，５６８ ３，４８１ ３，８７０ ５，２８６ ２，４６４ ２，０６４ ５００ －１，０２３ １９，２１０ ４６，９４２ ７，８１３

２０００～２００５年 －５７７ ２，８２５ １，７９１ ８９６ ５３１ １，５９１ ４５５ －１，２８５ ６，２２７ ７，７３８ １２，０８５

１９９５～２００５年 １，９９１ ６，３０６ ５，６６１ ６，１８２ ２，９９５ ３，６５５ ９５５ －２，３０８ ２５，４３７ ５４，６８０ １９，８９８

（
％
）

増
減
率

１９９５～２０００年 ４．６ ３．８ ４．６ ２．７ ４．０ ５．１ ８．０ －４．９ ３．４ ４．２ ０．１

２０００～２００５年 －１．０ ２．９ ２．０ ０．４ ０．８ ３．７ ６．７ －６．５ １．１ ０．７ ０．１

１９９５～２００５年 ３．６ ６．８ ６．７ ３．２ ４．９ ８．９ １５．２ －１１．１ ４．６ ４．９ ０．２

出所）総務省統計局『国勢調査』各年版より作成。

阪南市 泉佐野市 貝塚市 岸和田市 泉南市 熊取町 田尻町 岬町 泉南地域 泉北地域 大阪府

（
件
）

世
帯
数

１９９５年 １６，９７３ ３０，７１１２６，９５６ ６３，２５８１８，８０１１２，３９０ ２，１００ ６，７４９ １７７，９３８ ３８５，６４６３，３００，３３５

２０００年 １８，８６１ ３３，６１０２９，５８５ ６８，０７３２０，５５８１３，６６０ ２，４５２ ６，８２８ １９３，６２７ ４０９，４４６３，４５４，８４０

２００５年 １９，８０２ ３５，９７３３１，５００ ７２，６２８２１，７１５１５，０３０ ２，７２８ ６，７３３ ２０６，１０９ ４３８，７５７３，５９０，５９３

（
件
）

増
減
数

１９９５～２０００年 １，８８８ ２，８９９ ２，６２９ ４，８１５ １，７５７ １，２７０ ３５２ ７９ １５，６８９ ２３，８００ １５４，５０５

２０００～２００５年 ９４１ ２，３６３ １，９１５ ４，５５５ １，１５７ １，３７０ ２７６ －９５ １２，４８２ ２９，３１１ １３５，７５３

１９９５～２００５年 ２，８２９ ５，２６２ ４，５４４ ９，３７０ ２，９１４ ２，６４０ ６２８ －１６ ２８，１７１ ５３，１１１ ２９０，２５８

（
％
）

増
減
率

１９９５～２０００年 １１．１ ９．４ ９．８ ７．６ ９．３ １０．３ １６．８ １．２ ８．８ ６．２ ４．７

２０００～２００５年 ５．０ ７．０ ６．５ ６．７ ５．６ １０．０ １１．３ －１．４ ６．４ ７．２ ３．９

１９９５～２００５年 １６．７ １７．１ １６．９ １４．８ １５．５ ２１．３ ２９．９ －０．２ １５．８ １３．８ ８．８

出所）総務省統計局『国勢調査』各年版より作成。

表１ 大阪府泉州地域の人口の推移

表３ 大阪府泉州地域の世帯数の推移

阪南市 泉佐野市 貝塚市 岸和田市 泉南市 熊取町 田尻町 岬町 泉南地域 泉北地域 大阪府

（
人
）

人
口

１５歳未満 ８，７８７ １５，６１２１５，０７４ ３１，９１７１０，７９８ ６，６４２ １，１４６ ２，１６１ ９２，１３７ １７２，８９１１，２１１，２５７

１５～６４歳 ３８，７６５ ６４，７９４５８，６５３ １３１，２７３４１，８５２３０，９０８ ４，６２２ １１，５３５ ３８２，４０２ ７７５，９２４５，９１３，５５８

６５歳以上 １０，０４３ １８，４２１１６，５４５ ３７，６９１１２，０２９ ６，９２９ １，４７２ ４，８０５ １０７，９３５ ２１０，６２３１，６３４，２１８

不評 ２１ ６２ ４２ １１９ ４ ２６ ０ ３ ２７７ ５，７７０ ５８，１３３

合計 ５７，６１６ ９８，８８９９０，３１４ ２０１，０００６４，６８３４４，５０５ ７，２４０ １８，５０４ ５８２，７５１１，１６５，２０８８，８１７，１６６

（
人
）

構
成
比

１５歳未満 １５．３ １５．８ １６．７ １５．９ １６．７ １４．９ １５．８ １１．７ １５．８ １４．８ １３．７

１５～６４歳 ６７．３ ６５．５ ６４．９ ６５．３ ６４．７ ６９．４ ６３．８ ６２．３ ６５．６ ６６．６ ６７．１

６５歳以上 １７．４ １８．６ １８．３ １８．８ １８．６ １５．６ ２０．３ ２６．０ １８．５ １８．１ １８．５

不評 ０．０ ０．１ ０．０ ０．１ ０．０ ０．１ ０．０ ０．０ ０．０ ０．５ ０．７

合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

出所）総務省統計局『平成１７年国勢調査』より作成。

表２ 大阪府泉州地域の人口構成（２００５年）
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ではない。

第３に、表３で世帯数の推移をみると、泉南地域の世

帯数は１９９５年から２００５年にかけて１５．８％も増加してお

り、大阪府全体や泉北地域の平均よりも大きく増えてい

るが、阪南市では世帯数が同期間に１６．７％も増加してお

り、泉南地域の中でも増加速度が急速である。１９９０年代

後半には関西国際空港の設立などの影響で、人口の増加

と並行して世帯数も大きく増えたが、２０００年以降に人口

と世帯数の増加速度が緩やかになっている。

第４に、表４で２００５年の世帯構成をみると、泉南地域

では大阪府の平均にくらべて総世帯に占める核家族世帯

の比重が大きく、単独世帯の比重が小さいという特徴が

あり、中でも阪南市ではこうした特徴が際立っている。

泉南地域の核家族世帯と単独世帯の比重がそれぞれ

６６．５％と２１．７％であるのに対して、阪南市では７３．０％と

１５．６％である。阪南市の高齢者世帯については、単独世

帯の比重は小さめであり、６５歳以上の親族と同居してい

る世帯の比重は泉南地域の平均とほぼ同水準で大阪府の

平均よりも大きいことが見出される。すなわち、阪南市

では主に２０代から３０代の未婚者で構成される単独世帯の

比重が小さい一方で、親世代と同居する世帯の比重が近

隣の市町に比べて大きく、大都市圏とは異なる世帯の構

成であるといえよう。さらに注目すべきなのは、阪南市

の高齢夫婦世帯の比重は１０．７％であり、近隣の市よりも

大きく、どちらかというと田尻町や岬町などに近い特徴

を持っていることである。

３ 大阪府泉南地域の地域経済と阪南市

（１）産業構造と業種別の従業構造

次に、２００６年における泉南地域の産業構造と従業員数

の構成を考察する。

第１に、表５は泉南地域の事業所数とその構成を示し

たものである。泉南地域では、大阪府の平均に比べると

建設業や卸売・小売業の事業所の比重がやや大きく、そ

れぞれ全体の７．５％と２８．７％を占めているのに対して、

製造業や飲食店・宿泊業の比重が小さい。特に、阪南市

では人口や自治体の規模が小さいこともあり事業所の総

数も各業種の事業所数も近隣の市よりも少ない。泉南地

域には、綿スフ織物、光学レンズ、和泉櫛（つげ櫛）、

毛布、タオル、軍手などの地場産品を製造する地場産業

が多く２、これらの地場産業を含めて数多くの中小企業

が存在することが特徴である。それに対して、阪南市で

は泉南地域の中でも製造業の比重が特に小さく、製造品

や特産品の種類もあまり豊富ではない。つまり、阪南市

には地場産業が豊富に存在しているとは言いがたく、し

かも事業所の増加という「関空効果」が他の市町よりも

大きい泉佐野市などとは産業構造がかなり異なるのであ

る。一方で、阪南市の医療・福祉にかかわる事業所の比

重は８．８％であり、大阪府の平均の６．１％や泉南地域の平

均の６．６％よりも大きく、このことも泉南地域における

阪南市の産業構造の独自性を示している。

第２に、泉南地域と阪南市の産業構造の特徴をふまえ

た上で、表６で業種別の従業員数とその構成を考察す

る。泉南地域の建設業と卸売・小売業の従業員数の全体

に占める比重はそれぞれ５．５％と２１．８％であり、合わせ

て従業員の総数の２７．３％を占める重要な就業先であると

はいえ、事業所ベースでみた規模に比べると比重が小さ

い。製造業の従業員数の比重は１６．９％であり、事業所

２大阪府のホームページ（http : / / www. pref. osaka. jp /

shichoson/kurabete/index.html）；泉南地域活性化推進協議

会（２００９）などを参照。

阪南市 泉佐野市 貝塚市 岸和田市 泉南市 熊取町 田尻町 岬町 泉南地域 泉北地域 大阪府

世
帯
数
（
件
）

核家族世帯 １４，４６２ ２２，７６３２０，９３６ ４７，３７５１５，１５９１０，１７３ １，７１５ ４，４７５ １３７，０５８ ２９３，１００２，１６７，６７３

単独世帯 ３，０９７ ８，８５２ ６，８２７ １６，９１９ ４，０２９ ２，９７６ ７１２ １，３６０ ４４，７７２ １０７，８５６１，１５１，７７４

６５歳以上の単身者世帯 １，３３４ ２，８６５ ２，５４１ ６，３５５ １，６７８ ６３６ ２４８ ８１０ １６，４６７ ３８，４７６ ３４０，９１０

６５歳以上の親族のいる世帯 ６，８１７ １２，３６０１０，８０５ ２５，６９２ ７，６９７ ４，３６８ １，０２５ ３，１７２ ７１，９３６ １４４，５２０１，１４２，１３１

高齢夫婦世帯 ２，１２１ ３，２００ ２，９２３ ７，０１３ １，２４３ ２９２ ９２２ １７，７１４ ４１，９５５ ３２５，２１４

世帯総数 １９，８０２ ３５，９７３３１，５００ ７２，６２８２１，７１５１５，０３０ ２，７２８ ６，７３３ ２０６，１０９ ４３８，７５７３，５９０，５９３

各
世
帯
の
比
重
（
％
）

核家族世帯 ７３．０ ６３．３ ６６．５ ６５．２ ６９．８ ６７．７ ６２．９ ６６．５ ６６．５ ６６．８ ６０．４

単独世帯 １５．６ ２４．６ ２１．７ ２３．３ １８．６ １９．８ ２６．１ ２０．２ ２１．７ ２４．６ ３２．１

６５歳以上の単身者世帯 ６．７ ８．０ ８．１ ８．８ ７．７ ４．２ ９．１ １２．０ ８．０ ８．８ ９．５

６５歳以上の親族のいる世帯 ３４．４ ３４．４ ３４．３ ３５．４ ３５．４ ２９．１ ３７．６ ４７．１ ３４．９ ３２．９ ３１．８

高齢夫婦世帯 １０．７ ８．９ ９．３ ９．７ ０．０ ８．３ １０．７ １３．７ ８．６ ９．６ ９．１

世帯総数 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

出所）総務省統計局『平成１７年国勢調査』より作成。

表４ 大阪府の世帯構成（２００５年）
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阪南市 泉佐野市 貝塚市 岸和田市 泉南市 熊取町 田尻町 岬町 泉南地域 泉北地域 大阪府

（
件
）

事
業
所
数

建設業 １４６ ２９１ ２５７ ５７８ １９６ １４４ ２９ ５４ １，６９５ ２，９７８ ２５，７３０

製造業 １２１ ６９４ ５０５ ８５７ ２６４ １５８ １６ ４０ ２，６５５ ５，２３９ ５４，１０３

運輸業 ７ １６４ ７９ １４６ １２２ １２ ２９ ６ ５６５ １，７２２ １０，７７１

卸売・小売業 ４６１ １，４３３ ９９５ ２，３５０ ６６４ ３１６ １１２ １７７ ６，５０８ １０，９８６ １１７，５２６

不動産業 １０７ ２００ ２３８ ４３６ １７９ １１３ ３０ ２２ １，３２５ ２，２１８ ３０，２６７

飲食店、宿泊業 １８８ ６８０ ３９９ １，０４６ ２３３ １３１ ５２ ８２ ２，８１１ ６，０６１ ６１，６６３

医療・福祉 １４６ ２７７ ２１８ ５２２ １４９ １０３ ２３ ４７ １，４８５ ３，１２８ ２６，２４８

教育・学習支援業 １２３ １７３ １５０ ３４２ １２３ ９９ １１ ３４ １，０５５ １，６０９ １３，５６９

その他 ３５４ ９７２ ６７２ １，５９４ ４６３ ２６２ １０７ １３５ ４，５５９ ８，２８７ ８８，３７０

全産業 １，６５３ ４，８８４ ３，５１３ ７，８７１ ２，３９３ １，３３８ ４０９ ５９７ ２２，６５８ ４２，２２８ ４２８，２４７

（
％
）

構
成
比

建設業 ８．８ ６．０ ７．３ ７．３ ８．２ １０．８ ７．１ ９．０ ７．５ ７．１ ６．０

製造業 ７．３ １４．２ １４．４ １０．９ １１．０ １１．８ ３．９ ６．７ １１．７ １２．４ １２．６

運輸業 ０．４ ３．４ ２．２ １．９ ５．１ ０．９ ７．１ １．０ ２．５ ４．１ ２．５

卸売・小売業 ２７．９ ２９．３ ２８．３ ２９．９ ２７．７ ２３．６ ２７．４ ２９．６ ２８．７ ２６．０ ２７．４

不動産業 ６．５ ４．１ ６．８ ５．５ ７．５ ８．４ ７．３ ３．７ ５．８ ５．３ ７．１

飲食店、宿泊業 １１．４ １３．９ １１．４ １３．３ ９．７ ９．８ １２．７ １３．７ １２．４ １４．４ １４．４

医療・福祉 ８．８ ５．７ ６．２ ６．６ ６．２ ７．７ ５．６ ７．９ ６．６ ７．４ ６．１

教育・学習支援業 ７．４ ３．５ ４．３ ４．３ ５．１ ７．４ ２．７ ５．７ ４．７ ３．８ ３．２

その他 ２１．４ １９．９ １９．１ ２０．３ １９．３ １９．６ ２６．２ ２２．６ ２０．１ １９．６ ２０．６

全産業 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

出所）阪南市商工会のホームページ（http : //www.hannan-sci.jp/）より作成。

阪南市 泉佐野市 貝塚市 岸和田市 泉南市 熊取町 田尻町 岬町 泉南地域 泉北地域 大阪府

従
業
員
数
（
人
）

建設業 ７１３ ２，２１９ １，８１７ ４，３７３ １，２３０ ７２４ １２１ ４１１ １１，６０８ ２３，８４７ ２４５，１８６

製造業 １，７７８ ８，７４５ ７，４７６ １０，１６９ ４，６６５ １，７５７ ２０９ ５５３ ３５，３５２ ８４，３４３ ７３６，９８５

運輸業 ７１ ５，１８９ １，１９７ ３，０２８ ４，３０２ １５４ １，７９１ ６９ １５，８０１ ２８，１５８ ２３９，９１０

卸売・小売業 ２，９９１ １０，４１３ ６，９１５ １６，１５２ ５，４３０ １，８５６ １，０４０ ８５４ ４５，６５１ ８７，９３０１，０１７，９５８

不動産業 ２０４ ７１１ ４８４ １，７５３ ３８３ １９６ ４１ ３７ ３，８０９ ６，２４７ １１３，３６９

飲食店、宿泊業 ９７２ ５，４９７ ２，１４９ ６，２９７ １，６８０ ６８８ ７５３ ３６１ １８，３９７ ３３，５２４ ３６６，９６６

医療・福祉 ２，２１６ ４，９２５ ４，５６９ ９，８８５ ３，３０１ ２，５６８ ４０２ ８２１ ２８，６８７ ５３，８４１ ４２０，２３９

教育・学習支援業 １，０２６ １，８５７ １，６９０ ３，５５９ ９８８ １，１４７ ９０ ３１９ １０，６７６ ２２，５６５ ２０９，６１１

その他 ２，４７７ ９，５８４ ４，６９９ １３，３９０ ３，８９８ １，６６４ ２，６６９ １，１０３ ３９，４８４ ７５，６５４１，１００，２８１

全産業 １２，４４８ ４９，１４０３０，９９６ ６８，６０６２５，８７７１０，７５４ ７，１１６ ４，５２８ ２０９，４６５ ４１６，１０９４，４５０，５０５

構
成
比
（
％
）

建設業 ５．７ ４．５ ５．９ ６．４ ４．８ ６．７ １．７ ９．１ ５．５ ５．７ ５．５

製造業 １４．３ １７．８ ２４．１ １４．８ １８．０ １６．３ ２．９ １２．２ １６．９ ２０．３ １６．６

運輸業 ０．６ １０．６ ３．９ ４．４ １６．６ １．４ ２５．２ １．５ ７．５ ６．８ ５．４

卸売・小売業 ２４．０ ２１．２ ２２．３ ２３．５ ２１．０ １７．３ １４．６ １８．９ ２１．８ ２１．１ ２２．９

不動産業 １．６ １．４ １．６ ２．６ １．５ １．８ ０．６ ０．８ １．８ １．５ ２．５

飲食店、宿泊業 ７．８ １１．２ ６．９ ９．２ ６．５ ６．４ １０．６ ８．０ ８．８ ８．１ ８．２

医療・福祉 １７．８ １０．０ １４．７ １４．４ １２．８ ２３．９ ５．６ １８．１ １３．７ １２．９ ９．４

教育・学習支援業 ８．２ ３．８ ５．５ ５．２ ３．８ １０．７ １．３ ７．０ ５．１ ５．４ ４．７

その他 １９．９ １９．５ １５．２ １９．５ １５．１ １５．５ ３７．５ ２４．４ １８．８ １８．２ ２４．７

全産業 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

出所）阪南市商工会のホームページ（http : //www.hannan-sci.jp/）より作成。

表５ 大阪府泉南地域の各市町村の事業所数（２００６年）

表６ 大阪府泉南地域の各市町村の従業員数（２００６年）
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ベースでみた規模よりも大きいが、泉北地域も含めた泉

州地域では「円高の進行などにより地場産業の成長鈍化

は１９７０～８０年代にみられ始め」、「１９９０年代にはとりわけ

厳しい状況におかれている」３。それゆえに、こうした

地域に根づいた伝統的な製造業は２１世紀に劇的な規模の

拡大と成長を期待できる業種であるとは言いがたく、こ

れらは阪南市についても同様である。それに対して、阪

南市では医療・福祉にかかわる従業員数の比重が１７．８％

もあり、医療・福祉にかかわる事業所の比重が比較的大

きいこととあわせて考えると、阪南市の地域経済と地域

雇用における医療・福祉の分野の重要性は高く、今後も

ますます高まっていくことが予想される。

（２）就業地と勤務先の業種

最後に、泉南地域と阪南市における就業者の構成を就

業地ごとに考察する。

第１に、表７に示されるように、泉州地域では自らが

常住する市町に勤務先を持つ者の総数に占める比重が大

阪府の平均よりも小さく、泉州地域の中でも泉南地域の

自市町内の就業率が低いという特徴が見出されるが、阪

南市の市内就業率は泉南地域の平均をさらに下回ってい

る。

そもそも、阪南市には地場産業が豊富ではなく、それ

ゆえに多くの阪南市民が市外の事業所への就業に依存せ

ざるをえないという事情があるが、もっと重要なのは、

１９９０年代以降にグローバル化が進む中で泉南地域の地場

産業がいっそう衰退傾向にあることである。すなわち、

アジアを中心とした低賃金の労働力を確保できる諸国の

生産機能が強化され、それらの諸国に進出した日本企業

による逆輸入も含めて、現地で生産された低価格の海外

製品が日本に大量に輸出された。その結果、泉州地域の

地場産業の業績は大きく悪化し、地場産業の衰退が地域

の雇用の縮小をもたらしたことが、自市町内での就業率

を減少させる要因になっているのである。こうした傾向

が強まる中で、関西国際空港の設立に伴い泉佐野市や岸

和田市を中心に新たな雇用が創出された。これらの要因

が重なったことで、阪南市の市内就業率が減少する一方

で、他の市町への就業率が高まっているのである４。

第２に、表８で阪南市に常住する住民の就業地を業種

別にみると、市内就業率が相対的に高い業種は農林漁

業、鉱業、建設業、飲食店・宿泊業などであるが、すで

にみたようにこれらの業種では従業員の全体に占める比

重が小さく、その結果として阪南市全体の市内就業率が

低くなっている側面が大きい。事業所や従業員の比重が

他の業種よりも大きい卸売・小売業では、市内就業率が

全産業の平均をやや上回っているが、上述の業種と同様

に、現状では今後の成長産業として雇用の増加を期待す

ることが難しい。阪南市には地場産業が少ないこともす

でに述べたとおりであるが、それゆえに製造業の就業者

の多くは市外の事業所に勤務しており、製造業の市内就

業率は全産業の平均よりも低い。それに対して、医療・

福祉に関する就業者の約半数は市内の事業所に就業して

おり、この分野にかかわる事業所が増えれば市内の雇用

の増加が期待できるといえよう。ただし、現状をふまえ

ると、その期待を凌駕する勢いで他の業種がいっそう停

滞していく懸念が強まっており、今後を楽観視すること

はできない。

（３）地域経済の沈滞と地域社会の崩壊の危機

以上のように、１９９０年代以降にグローバル化の波がそ

のインパクトを強めながら泉南地域に押し寄せた結果、

地場産業の空洞化や多くの業種の停滞が続いている。確

かに、関西国際空港の設立が泉南地域の経済活性化に寄

与した側面もあり、実際に空港の設立に「泉州地域の経

済力向上、大阪の南北格差の縮小の期待が込められてい

阪南市 泉佐野市 貝塚市 岸和田市 泉南市 熊取町 田尻町 岬町 泉南地域 泉北地域 大阪府

就
業
者
数（
人
）

市区町内 ８，８６０ ２３，６０５１７，１７４ ４４，８５１１１，８７９ ５，９１５ １，１１１ ３，０６２ １１６，４５７ ２７０，５６９２，２３５，１２９

大阪府内の他の市区町 １４，６５７ ２０，５２２２１，４９３ ４０，８０４１４，１６７１３，７３８ ２，０２２ ３，７２４ １３１，１２７ ２３４，３８７１，５１７，２１５

大阪府外 １，４６２ １，３０４ ８３４ １，９０１ １，０５５ ５６４ ９０ ９３４ ８，１４４ １２，１６３ ２０１，８６７

就業者の合計 ２４，９７９ ４５，４３１３９，５０１ ８７，５５６２７，１０１２０，２０７ ３，２２３ ７，７２０ ２５５，７１８ ５１７，１１９３，９５４，２１１

構
成
比（
％
）

市区町内 ３５．５ ５２．０ ４３．５ ５１．２ ４３．８ ２９．３ ３４．５ ３９．７ ４５．５ ５２．３ ５６．５

大阪府内の他の市区町 ５８．７ ４５．２ ５４．４ ４６．６ ５２．３ ６８．０ ６２．７ ４８．２ ５１．３ ４５．３ ３８．４

大阪府外 ５．９ ２．９ ２．１ ２．２ ３．９ ２．８ ２．８ １２．１ ３．２ ２．４ ５．１

就業者の合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

出所）総務省統計局『平成１７年国勢調査』より作成。

３本多（２００８）、１６頁。特に、泉州地域の主な地場産業で

ある繊維産業の事業所数と従業員数は１９９０年から２００３年

の間に大きく減少し、それが製造業の減少の半数以上を

占めていた。 ４前掲書、２５～２６頁。

表７ 大阪府泉州地域の常住地別の就業者数（２００５年）
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たことは疑いがない」５。しかし、それは同時に、地域

経済基盤や地域雇用の不安定性の強まり、居住環境への

悪影響、自治体財政の負担の増加、自治意識の低下とい

う問題点も生み出したのであり６、空港というハコモノ

に依存した地域経済政策の不安定性を如実に物語ってい

るといえよう。すなわち、空港の設立が泉南地域の経済

活性化や安定的な成長をもたらすどころか、かえって地

域の経済や雇用や地域社会を不安定な構造に変質させた

のである。

阪南市の経済は泉南地域の他の市町よりもいっそう厳

しく、地域経済の沈滞が他の地域よりも鋭い形であらわ

れている。阪南市の経済にとって「関空効果」はむしろ

逆効果であった可能性が高く、阪南市では空港の設立と

市内
大阪府内の
他の市町

大阪府外 合計

（
人
）

就
業
者
数

農林漁業 ４１２ ２７ ５ ４４４

鉱業 ３ ３ ― ６

建設業 ９５１ ９２０ １６３ ２，０３４

製造業 １，３３１ ２，８５１ ２８８ ４，４７０

電気・ガス・熱供給・水道業 ２４ ２７６ ３９ ３３９

情報通信業 ３９ ３０９ ４４ ３９２

運輸業 １３６ １，２９６ ８７ １，５１９

卸売・小売業 １，７０２ ２，５０８ ２１３ ４，４２３

金融・保険業 １２７ ５１２ ９０ ７２９

不動産業 １０８ １９７ １０ ３１５

飲食店、宿泊業 ５２９ ５５８ ２８ １，１１５

医療・福祉 １，３４４ １，３０４ ９２ ２，７４０

教育・学習支援業 ４５４ ６５６ ９７ １，２０７

複合サービス事業 ７６ １８６ １１ ２７３

他のサービス業 １，０６２ １，９３３ ２１９ ３，２１４

公務 ２７６ ９６４ ５９ １，２９９

分類不能 ２８６ １５７ １７ ４６０

全産業 ８，８６０ １４，６５７ １，４６２ ２４，９７９

（
％
）

構
成
比

農林漁業 ９２．８ ６．１ １．１ １００．０

鉱業 ５０．０ ５０．０ ― １００．０

建設業 ４６．８ ４５．２ ８．０ １００．０

製造業 ２９．８ ６３．８ ６．４ １００．０

電気・ガス・熱供給・水道業 ７．１ ８１．４ １１．５ １００．０

情報通信業 ９．９ ７８．８ １１．２ １００．０

運輸業 ９．０ ８５．３ ５．７ １００．０

卸売・小売業 ３８．５ ５６．７ ４．８ １００．０

金融・保険業 １７．４ ７０．２ １２．３ １００．０

不動産業 ３４．３ ６２．５ ３．２ １００．０

飲食店、宿泊業 ４７．４ ５０．０ ２．５ １００．０

医療・福祉 ４９．１ ４７．６ ３．４ １００．０

教育・学習支援業 ３７．６ ５４．３ ８．０ １００．０

複合サービス事業 ２７．８ ６８．１ ４．０ １００．０

他のサービス業 ３３．０ ６０．１ ６．８ １００．０

公務 ２１．２ ７４．２ ４．５ １００．０

分類不能 ６２．２ ３４．１ ３．７ １００．０

全産業 ３５．５ ５８．７ ５．９ １００．０

出所）総務省統計局『平成１７年国勢調査』より作成。

５今木（２００７）、１７頁。
６本多（２００８）、３２～３５頁。

表８ 大阪府阪南市の従業地別の就業者数（２００５年）
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それに伴う自治体の対応に不満を抱く住民が多い。実際

に、空港の設立に先立って泉南地域の各地で基盤整備が

進められた際にも、「空港より南の地区は地域整備の点

でも取り残され、『扇風機の裏側』という被害者意識が

共通し生まれている」７。このように、ハコモノに依存

した２０世紀型の地域経済政策の結果、阪南市の地域経済

はいっそう厳しさを増しただけでなく、地域経済の活性

化に向けた展望を見出しにくい状況に追い込まれている

のである。

４ ２１世紀の地域経済政策と地域再生：むすびにか
えて

２１世紀の地域経済政策を検討する際のキーワードは、

まちづくりと地域社会の自立である。すなわち、公共事

業や食糧管理制度を主体とする２０世紀型の地域経済政策

とそれに依存した地域経済システムは限界を迎えてお

り、２１世紀には、地域住民を主体に地元企業や地方自治

体や地域に根ざした非営利組織などが一体になって地域

の課題を検討し、それをふまえて独自の地域経済政策を

実施していくことになるであろう。阪南市の地域経済政

策の課題は、自立的な地域経済システムへの再編を目指

して、それがまちづくりの重要な一環として、地域の社

会資源を活用しながら住民主体で進められることであ

る。それは２１世紀の日本における地域再生の重要なテー

マであり、地域経済政策の具体的な内容と課題について

の考察は今後の研究課題としたい。
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Globalization and local economy of Hannan city

Jun SAKURAI＊

Abstract：The purpose of this study was to discuss the plight of local economy in Hannan

city, Osaka with the view point of community development. For the local economy in Hannan

city, the establishment of Kansai International Airport and attendant “Kankuu−effect” was

more like “anti−effect”. Therefore, the economic policy of twentieth century model, which de-

pended on public works projects and staple food control system, were pushed to the limit.

Twenty first century will be an era of the local economic policy, that local residents take the

initiative in solving local problems together with local businesses and local government.

Key Words：globalization, local economy, community development, independent community
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